
岐阜県の財務諸表（平成２６年度）の概要 

（普通会計貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、 

資金収支計算書、岐阜県連結貸借対照表） 

 

※計数は、原則表示単位未満を四捨五入（合計等と一致しない場合がある） 

◆普通会計貸借対照表                  

単位：億円（構成比） 

［   ］内は前年度参考数値  

 

 

有形固定資産（道路、学校など） 

１９，３８２（８５％） 

［１９，４９２（８５％）］ 

 

 

 

 

負債（県債、退職手当引当金など） 

１７，８７６（７８％） 

  ［１７，８７１（７８％）］ 

投 資 等     １，９６８（９％） 

［２，０６９（９％）］ 

流動資産     １，４３９（６％） 

［１，３３５（６％）］ 

純資産 

４，９１３（２２％） 

［５，０２４（２２％）］ 

資産合計 

     ２２，７８９（１００％） 

［２２，８９６（１００％）］ 

負債・純資産合計 

    ２２，７８９（１００％） 

［２２，８９６（１００％）］ 

 

 分 析  

・ 平成２６年度末の資産合計は、２兆２，７８９億円で、普通会計の歳出決算規模７，４４８

億円の３．１倍（前年度３．０倍）に相当。 

・ １兆９，３８２億円の有形固定資産（社会資本）形成等のために借り入れた県債の残高は、

有形固定資産の７９％（前年度７７％）に相当する１兆５，３４９億円。 

 

 ポイント  

・ 平成２６年度末における本県の財務状況は、債務超過とはなっておらず、貸借対照表上は健

全な範囲内といえる。しかし、資産は対前年度減、負債は対前年度微増であり、依然として楽

観はできない状況である。 

・ 資金化できない社会資本等の有形固定資産や国の補正予算で設置した基金を除いた資産

３，３２４億円と、負債１兆７，８７６億円との差額１兆４，５５２億円は、既存の社会資本

に対して将来必要となる財政負担となる。 

  → 県民１人当たり約６９７千円（前年度約７０１千円) 

       ※外国人を含めた人口で算出しています。 

債務返済の

財源 

今後の世代

の負担とな

る県の債務 

今後の世代へ

引き継ぐ県の

社会資本 

これまでの

世代の負担 



◆普通会計行政コスト計算書 

     ～人的サービスや給付サービスなど資産形成以外の行政サービスに係る 

             目的別のコストとその負担区分を明らかにするもの～ 

 

                                                               単位：億円（構成比） 

                                                    ［   ］内は前年度参考数値 

 総費用（行政コスト総額） 

 

 

総収益(料金等収入、国庫等負担) 純費用（行政コスト） 

合 計 額 ５，６５７（１００％） 

［５，６５９（１００％）］ 

８７９（１６％） 

［８９８（１６％）］ 

４，７７９（８４％） 

［４，７６１（８４％）］ 

 

 

 

 分 析  

・ 平成２６年度の総費用（行政コスト総額）は、５，６５７億円となっており、このうち「人

にかかるコスト」（行政サービスの担い手である職員に要する費用）が２，０２９億円で全体

の３６％（前年度３５％）を占めている。 

・ 総費用から総収益を差し引いた純費用（行政コスト：租税に依存するコスト）は４，７７９

億円となっており、政策費目別で見ると、教育費が１，２３７億円、土木費が１，０００億円

でそれぞれ２６％、２１％を占めている。 

 

 ポイント  

平成２６年度は行政コスト総額は前年並みであったものの、国の補正予算に伴う国庫支出金の

減少等により総収益が減少したため、純費用が前年度より増加している。 

 → 県民１人当たりの行政コスト総額（総費用）：約２７１千円（前年度：約２７０千円） 

    （人口が減少しているため、県民１人当たりの行政コスト総額は微増） 

→ 県民１人当たりの行政コスト（純費用）：約２２８千円（前年度：約２２７千円） 

租税に依存するコスト 



 

◆普通会計純資産変動計算書 

     ～財源の調達とその使途を示すことで、行政サービスに伴う負担の内容や、 

             これまでの世代と今後の世代の負担配分を明らかにするもの～ 

 

                                     単位：億円 

 ２６年度末純資産額 ２５年度末純資産額 

資本形成充当財源 ２２，４８７ ２２，５７４ 

未処分財源余剰 ▲２，２２７ ▲２，４７２ 

(純経常経費に係る未処分財源余剰) （▲３，７５９）      （▲３，７４６）      

(うち税収等) （▲３，０５７）      （▲３，０００）      

未実現財源減少額 ▲１５，３４７ ▲１５，０７８ 

合  計 ４，９１３ ５，０２４ 

 

 

 

 分 析  

・ 純資産とは、資本形成のためにこれまでの世代が負担した費用を表すものであり、平成２６

年度は対前年度比で１１１億円の減少となっている。 

・ 平成２６年度の純費用（行政コスト）４，７７９億円（前出）は、その６４％が税収等 

 （３，０５７億円）で賄われており、未処分財源余剰合計金額３，７５９億円と比較すると 

１，０２０億円（平成２５年度１，０１５億円）コスト超過となっている。 

 

 ポイント  

県税収入は増加したものの、減価償却費の累増により、純資産が総資産に占める割合は横ばい

である。また、県債残高（＝未実現財源減少額）は増加しており、今後の世代の負担は増加して

いる。 

 

 

貸借対照表の「純資産」へ 



◆普通会計資金収支計算書 

     ～普通会計における現金の流れを経常的なものと投資的なものに分類し示すもの～ 

 

                                                    単位：億円 

 ２６年度資金変動 ２５年度資金変動 

① 資金期首残高 ２１６ １８１ 

② 経常的支出 ５，２００ ５，１８０ 

③ 経常的収入 ５，５２７ ５，７０４ 

（うち国庫等負担） （８９８）       （１，２３８）       

（うち税資金収入） （４，４０５）     （４，２５２）     

④ 差引経常的収支（③－②） ３２７ ５２３ 

⑤ 資本的支出 ２，３３５ ２，５５１ 

（うち公債償還支出） （ ９８３）     （ ９９３）     

（うち資本移転支出） （ ７６１）     （ ９２３）     

⑥ 資本的収入 １，９９３ ２，０６２ 

（うち公債発行収入） （１，２５２）     （１，２９１）     

⑦  差引資本的収支（⑥－⑤） ▲３４２ ▲４８９ 

⑧  資金収支   （④＋⑦） ▲１５  ３５  

⑨  資金期末残高 （①＋⑧） ２０１         ２１６ 

 

 

 分 析  

・ 経常的収支については、税資金収入が増加したものの、経常的支出の規模が微増したこと、

国の補正予算に伴う国庫支出金の減などにより、前年度に比べ黒字幅が縮小している。 

・ 資本的収支については、公債償還支出及び資本移転支出の減少により、前年度に比べ赤字幅

が減少している。 

・ 資本的収支の大半を占める公債償還支出と公債発行収入は、県債発行額を抑制してきたこと

により、前年度に比べ減少している。 

 

 ポイント   

平成２６年度は、国の補正予算に伴う交付金等の減少に伴い、経常的収入が減少し、単年度収

支は赤字となっているが、前年に引き続きトータルは黒字となっている。 

貸借対照表の「歳計現金」へ 



◆岐阜県連結貸借対照表 

 

  作成上の基本的前提  

 連結の範囲は、以下のとおりとし、各会計基準で作成された貸借対照表を連結している。 

 Ａ 普通会計、公営企業会計及び地方公社 

 Ｂ 出資比率５０％以上の地方独立行政法人、公益法人、一般法人及び会社法法人 

 Ｃ 実質的に県が主体となって関与している一般法人及び会社法法人 

 

  なお、上記団体のうち、地方公社、Ｂ及びＣ（合計２１団体）は、県議会へ報告がされてい

る貸借対照表を連結している。 

 

                                      単位：億円（構成比） 

 

有形固定資産 

２１，２８７（８４％） 

 

負  債 

１８，１８９（７２％） 

 

資産・負債差額合計 

       ７，１１８（２８％） 投 資 等   １，８４９（７％） 

流動資産等   ２，１７１（９％） 

資産合計 

２５，３０７（１００％） 

負債及び資産・負債差額合計 

２５，３０７（１００％） 

 

 分 析  

・ 平成２６年度末の岐阜県全体の資産合計は、２兆５，３０７億円で、普通会計ベースに比べ

２，５１８億円多くなっている。 

・ 連結貸借対照表の資産、負債、資産・負債差額合計は、普通会計貸借対照表の資産、負債、

純資産のそれぞれ１．１１倍、１．０２倍、１．４２倍の規模となる。 

 

 ポイント  

連結対象団体の会計規模に比べ、普通会計の規模が大きいこともあるが、連結状態でも債務 

超過とはなっておらず、貸借対照表上は健全な範囲内といえる。 


